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   The anti-liquefaction ground improved by cement-mixing and permeable-grouting shows the spatial variability in 

soil properties such as shear modulus and liquefaction strength resulting from the spatial variability of soil profile in 

original ground, the non-uniformities of mixing and grouting, etc. It is expected that liquefaction resistance and 

nonlinear seismic response of anti-liquefaction ground are affected by the spatial variability, however, the 

liquefaction properties of anti-liquefaction ground with a large spatial variability in soil properties have not been fully 

clarified. In order to investigate effects of percent defective of ground improvement, a risk-based method was 

proposed to assess the liquefaction-induced damage against the anti-liquefaction ground. 

. 
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１．はじめに  
 

 近年，設計に用いられる最大想定地震動よりも，

はるかに大きな地震が世界各地で発生している. 

2011年に発生した東北太平洋沖地震による液状化で

は，港湾構造物に大きな被害をもたらした．地震時

に発生する液状化の被害には，建物の崩壊，地盤お

よび土木構造物の不等沈下，変形，側方流動など

様々なものがあり，社会・経済に甚大な被害をもた

らす．そこで液状化対策の一つとして，事前混合処

理工法1)や浸透固化処理工法2)のように，軟弱地盤

の支持力増加や砂質地盤の液状化対策などを目的と

して，固化材の混合や薬液の注入により地盤改良を

行う工法が開発された．しかし，これらの地盤改良

工法による固化処理地盤は，固化材の混合の不均一

性および対象地盤の土質の不均質性などの理由によ

り，自然堆積地盤に比べてせん断弾性係数や液状化

強度などの地盤諸係数に空間的な不均質性を有する

ことが報告されている3)．このような固化処理地盤

が有する地盤物性の空間的不均質性によって，地震

時に局所的な液状化やせん断破壊が生じ，地盤の支

持力や破壊モードに影響すると予想される．  

固化処理地盤の設計を行うさい，弾性定数や強度

定数などの地盤物性の不均質性や不確実性を合理的

かつ定量的に取り扱う必要がある．このような背景

から，地盤の不均質性や地震発生の不確定性などを

考慮した人工処理地盤の安全性評価手法が求められ

た．近年，地盤工学の分野において，地震や降雨な

どによって引き起こされる自然災害の潜在的危険性

の定量的評価や合理的かつ経済的対策投資を行うた

めの指標として，リスク指標を用いたリスク分析や

リスクマネージメントに関する研究がなされている．

リスク分析による安全性評価では，ハザードや構造

物の材料特性などの不確定量を確率・統計論に基づ

き合理的かつ定量的に取り扱うことで，構造物の安

全性をフラジリティ曲線，リスク曲線または破壊確

率として評価することが可能となる．これまで地盤

構造物を対象としたリスク分析では，盛土，擁壁お

よび斜面などに適用事例があるが，人口処理地盤に

関してリスク分析を適用した研究は少ない．信頼性

理論に基づく液状化確率を用いた最適設計の研究事

例として，西村ほか4)は液状化対策地盤の信頼性設

計手法を提案し，構造物の重要度，耐用年数および

地震発生の地域特性の違いによる最適な地盤内の改

良率を定量的に評価した．また，片岡ほか5)は固化
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処理地盤を対象に，液状化リスクの定量的評価手法

の提案を目的に，固化処理地盤の液状化強度の不均

質性を考慮した非線形地震応答解析をもとに，モン

テカルロ・シミュレーションを行った．その結果か

ら地震外力の不確実性と地域特性や局所的な液状化

発生に起因した地盤の支持力低減による損失を考慮

した液状化リスク分析手法の提案を行った．また，

局所的な液状化を想定するために，笠間ほか6)は液

状化強度の空間的な不均一性をランダム場理論で表

現した．また，それを用いて数値極限解析を使った

モンテカルロ・シミュレーションにより，局所的な

液状化を考慮した地震時支持力を解析し，その結果

を用いて，液状化強度の不均一性が支持力係数およ

び破壊モードに与える影響について確率統計的に考

察した． 

そこで本論文では，空間的不均質性に起因して生

じる，目標改良強度を下回る地盤の空間占有率を不

良率と定義し，局所的な液状化と不良率との関係を

明らかにすることによって，改良地盤の液状化リス

クを算出することを目的とした．初めに，局所的な

液状化の確率分析と被害分析を行った．その結果か

ら，局所的な液状化のリスクを算出し，地盤改良の

不良率との関係を明らかにした． 

 

 

２．液状化リスク分析 

 

 
図-1 解析地盤モデル 

 
表-1 解析条件 
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図-2 解析結果の一例 

Pr( FL<1| α ) = p(α)×Pr [FL<1]
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図-3 液状化リスク分析フロー 

 

地盤の非線形応答解析には，地震応答プログラム

FLIP を使用した7)．土の応力-ひずみとして，双曲

線モデルを組み合わせたマルチスプリングを用いた．

地盤物性の空間的な不均質性が応答におよぼす影響

の対象領域として，高さ20m，幅20m，地震動を滑ら

かに伝搬できる要素サイズ1.0m×1.0m（要素数：

400個，接点数：441個）と設定した解析地盤モデル

を図-1に示す．また，表-1に解析条件を示す．本文

では，固化処理地盤の各要素の材料特性を一軸圧縮

強さから間接的に評価するために，ランダム場理論

を用いて，空間的不均質を考慮した各要素の一軸圧

縮強さの空間分布を算出した8)．図-2a)に試算結果

の一例を示す． 

本文では，液状化リスクR(液状化に起因する損

失期待値)を，年間の液状化の発生確率P，液状化

に起因する被害額Cを用いて式(1)のように定義し

た． 

 

                      (1) 

 

図-3に，液状化リスク分析フローを示す． 

 液状化の確率分析では，対象地域における地震外

力aの年超過確率Paを表すハザード曲線から地震の

発生確率p(a)を式(2)により算出した．ハザード曲

線は「建築物荷重指針2004年度版」9)に示された諸

係数を用いて算出した． 

 

                      (2) 

 

本文では，液状化安全率FLを液状化を判定する指標

として用いた．式(3)に示す液状化安全率FLは，各

要素 

の液状化に対する安全性を表す指標である．一般に，

FL <1.0の時に地盤が液状化する可能性があると判断

される． 

 

                      (3) 
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であり，事前混合工法技術マニュアル10)による一軸

圧縮強さquとの関係から求めた回帰曲線である式

(4)より算出した． 

 

                     (4) 

 

Lは地盤の各要素に作用する繰返しせん断応力比で，

非線形地震応答解析から得られた各要素の最大応答

水平加速度amaxから式(5)より算出した． 

 

                      (5) 

 

ここで，gは重力加速度，σv，σv´ はそれぞれ鉛直応

力および鉛直有効応力である．図-2b)に，図-2a)の

条件で解析を行った時の液状化安全率FLの空間分布

を示す．図に示すように，一軸圧縮強さquの小さい

箇所で液状化安全率FLは小さい値をとり，局所的な

液状化が発生すると判断できた． 

本文では，局所的な液状化などの液状化領域の空

間割合を表現するために，液状化率Pr[FL<1.0|a]を

算出した．地盤全体の要素数Number[element]に対

する液状化した要素数（液状化安全率が1.0を下

回った要素数）Number[FL<1.0]の割合を，液状化率

Pr[FL<1|a]と定義し，式(6)から算出した． 

 

 

                      (6) 

 

さらに，地震外力aに起因する年間の液状化の発生

確率Pを式(7)のように定義した． 

 

                      (7) 

 

 液状化の被害分析では，局所的な液状化に起因す

る地盤の支持力低減に着目し，上部構造物が全壊し

たときの最大被害額Coを基準にして，被害率Kを乗

じることで被害額Cを式(8)のように定義した． 

 

                      (8) 

 

ただし本文では，著者らの研究グループが液状化率

Pr[FL<1.0|a]と支持力低減率NBの関係を定量化する

ことを目的に別途実施した，液状化後の地盤の剛塑

性体でモデル化し数値極限解析を通して得られた研

究成果を利用した11)．しかし，局所的な液状化によ

る被害率と支持力低減率の関係が解明されていない

ことから，本論文では被害率と支持力低減率の関係

を式(9)のように定義した． 

 

                             (9a) 

       

                                    (9b) 

 

F(Pr)は，被害率Kと支持力低減率NBとの関係を表す

関数であり，本研究ではF(Pr)=1.0と定義した． 

 最終的に，式(10)より液状化リスクRを算出した． 

 

                     (10) 

 

３．地盤改良の不良率 

 

 本文では，液状化対策地盤の空間的不均質性に起

因して生じる目標改良強度を下回る地盤の空間占有

率を地盤改良の不良率と定義し，不良率に着目した

液状化リスク分析を行った．図-4は，事前混合処理

工法により改良された固化処理地盤における室内強

度qu0と同配合条件での原位置強度qusiteの比を各割増

係数でまとめたものである．ここで割増係数とは，

設計強度と目標改良強度の比を表したものである．

原位置強度qusiteと室内強度qu0は，同配合条件で等し

くなる（強度比＝1.0）のが理想的であるが，図よ

り明らかなように，原位置の地盤の不均質性や固化

材混合の不均一性などに起因して，強度比ばらつき

を有する値となる．本文では，室内強度を目標改良

強度と定義し，目標改良強度を下回る（強度比

<1.0）割合を不良率と呼ぶ．図-5に不良率の基本

的概念を示す．固化処理地盤の強度分布は2度検定

の結果から，対数正規分布に従うものとした． 

 また，本文では地盤の非線形応答解析の入力定

数である平均値mquと変動係数COVquを用いて不良率

を算出した．そのさいの目標強度は，液状化対策の

必要強度である100kPaとした． 
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図-5 不良率の基本的概念 
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４．液状化リスク分析結果 
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図-6 地震年超過確率(福岡，大阪，東京) 
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図-7 地震年発生確率(福岡，大阪，東京) 

 

(1) 確率分析 

図-6に，福岡，大阪および東京の年超過確率Pa

の地震ハザード曲線を示す．いずれの都市において

も地震の年超過確率Paは，地震外力aが大きくなる

と減少した．また，同じ年超過確率Paで比較する

と東京の地震外力aの値が最も大きく，福岡の地震

外力aが最も小さい値となった．例えば，年超過確

率Pa1％，つまり再現期間100年の地震外力aの値

は，福岡が60Gal，大阪が175Gal，そして東京が

200Galである． 本文では，大きな地震外力aの年

超過確率Paの値が大きい都市，つまり大地震の起

こりやすい都市である東京に着目し，液状化リスク

分析を行った． 

また，図-7に年超過確率より算出した，福岡，大

阪および東京の年発生確率p(a)のハザード曲線を示

す．年超過確率Paと同様に,いずれの都市において

も地震の年超過確率Paは，地震外力aが大きくなる

と減少した．また，同じ発生確率p(a)で比較すると

東京の地震外力aの値が最も大きく，福岡の地震外

力aが最も小さい値となった．例えば，年発生確率

p(a)=10-3(%)では，福岡で40Gal，大阪で100Gal，東

京で130Galである．また，地震外力aが大きくなる

と，年発生確率p(a)の減少割合は，いずれの都市 
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図-8 液状化率と不良率 
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図-9 年液状化発生確率と不良率(東京) 

 

においても減少し，一定の値に収束した． 

図-8にモンテカルロ・シミュレーションにより算

出した液状化率Pr[FL<1.0|a]と，設計強度200kPawo

想定した際の不良率の関係を示す．液状化率

Pr[FL<1.0|a]は，不良率が大きくなるほど増加した．

また，その増加割合は地震外力aによって異なり，

地震外力aが増加するほど大きいものとなった．増

加割合は，地震外力aが250Galと300Galにおいて大

きくなることから，液状化の発生には地震外力aの

大きさが影響すると考えられる． 

図-9に東京における各地震外力aでの年液状化発

生確率Pと不良率の関係を示す．年液状化発生確率

Pは，いずれの地震外力aにおいても不良率の増加

に伴い増加した．ただし，その増加割合は．地震外

力によって異なるものとなり，地震外力aの大きな

250Galと300Galにおいて小さくなった．これは，液

状化が地震に起因して起こるため，地震外力aの値

が大きくなると，地震の年発生確率p(a)の値が小さ

くなることから，地震外力aが大きくなると，年液

状化発生確率Pの増加割合が減少すると考えられる． 
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図-10 被害率と不良率 

(2) 被害分析 

 図-9に被害率Kと不良率の関係を示す．被害率K

は，不良率が大きくなるほどいずれの地震外力a 

においても増加した．ただし，地震外力300Galにお

いて，被害率Kが約40%に収束することから，被害

率Kには最大値があると推察できる． 

 

(3) リスク分析 

 図-11に，東京を想定した設計平均強度200kPaの

固化処理地盤における液状化リスク曲線を示す．液

状化によるリスクRは，不良率の値によらず，年超

過確率が小さくなるほど増加した．また，同じ年超

過確率で比較すると，不良率が大きくなるほど液状

化リスクRは増大した．例えば，年超過確率が2×

10-2回/年，つまり再現期間が50年の液状化リスクR

を想定した場合，不良率が34%である地盤の液状化

リスクRは，最大被害額C0の21%程度を有する．一

方，不良率が0%の改良地盤は，ほぼ被害を受けない

ことが分かる． 

 図-11示す液状化リスク曲線を積分することで各

都市がもつ年間の液状化リスクを算出した．福岡，

大阪，東京における年間液状化リスクの結果を図-

12示す．各都市の年間液状化リスクは，不良率が大

きくなるほど増大した．また，その増加割合は地震

発生確率の影響を受け，各都市で異なるものとなっ

た．不良率が20%の地盤では，各都市の年間液状化

リスクは福岡で最大被害額のC0の0.04%，大阪で

0.35%，東京で0.5%となった． 

 

５．結論  
 

 本文では，改良地盤を対象に地盤改良の不良率に

着目した液状化リスク分析を行った．得られた結論

を以下に示す． 

(1) 液状化率は，改良地盤の不良率が大きくなると

ともに増加した．ただし，液状化率の増加割合

は地震外力の大きさによって異なり，250Galか

ら300Galにおいて大きなものとなった． 
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図-11 液状化リスク曲線(東京) 
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図-12 年間液状化リスク(福岡，大阪，東京) 

 

(2) 年液状化発生確率は，不良率が大きくなるとと

もに増大した．ただし，地震の発生確率が地震

外力の増大につれて減少することに起因して，

年液状化発生確率の増加割合は，地震外力が大

きくなると減少した． 

(3) 局所的な液状化に起因した被害率は，不良率が

大きくなるとともに増大した．ただし，地震外

力300Galにおいて本文で仮定した被害率が40%

に収束することから，地震外力300Galでの液状

化による最大被害額は，上部構造物が全壊した

時の最大被害額があると判断できる． 

(4) 東京での液状化によるリスクは，年超過確率

2.0×10-2回/年（再現期間50年）を想定した場

合，不良率が34%の地盤は最大被害額の21%を有

するが，不良率が0%の改良地盤は液状化による

被害を受けない． 

(5) 年間液状化リスクは，不良率が大きくなるとと

もに増大した．また，その増加割合は地震の発

生確率の影響を受けるため，各都市によって異

なる． 
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